
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

電気通信事業分野における競争状況の評価 

２０１２（案）＜概要＞ 
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定点的評価 

 

第１章 移動系データ通信市場 

 

（市場の規模） 

１． 2012年度末時点における、データ通信と音声通信とを区分しない携帯・PHSサ

ービスの総契約数は１億 4,113万で、対前年度末増加率 6.3%であった。それに対

し、移動系データ通信市場の総契約数は１億 4,161万となっている。 

２． 移動系データ通信市場の高い成長率の背景として、スマートフォンのほかデー

タ通信専用サービスやデータ通信利用が中心の MVNOサービスの普及、そして 3.9G

と BWA の両サービスから成る超高速ブロードバンドの利用の一般化などが挙げら

れる。 

３． 新たに部分市場として画定した移動系超高速ブロードバンド市場については、

１年間に 3.9Gが 786%、BWAが 131%とそれぞれ契約数が増加している。PHSの契約

数は、2011年度に引き続き回復基調にあり、2012年度末時点で 509万（対前年度

末比 12%増）であった。 

 

（事業者別シェア） 

４． これまで継続的に公表してきた携帯・PHSサービスの事業者別シェアは、NTT

ドコモが 43.6%（対前年度末比 1.7ポイント減）、KDDIが 26.7%（同 0.3ポイント

増）、ソフトバンクモバイルが 23.0%（同 1.2ポイント増）であった。それに対し、

移動系データ通信市場においては、NTTドコモが 44.1%、KDDIが 23.9%、ソフトバ

ンクモバイルが 22.6%であった。 

５． 携帯・PHSサービス、移動系データ通信市場のいずれの場合であっても、NTT

ドコモのシェア減少傾向とソフトバンクモバイルのシェア増加傾向に違いは見ら

れない。他方、KDDIについては、2012年度に５期ぶりに携帯・PHSサービスが小

幅ながら増加に転じたにもかかわらず、移動系データ通信市場ではシェアを落と

すという結果となっている。近年、ウィルコムも、KDDIと同様に携帯・PHSサー

ビスではシェアを伸ばしながらも、移動系データ通信市場ではシェアを落として

いる。 

６． その契約数のほとんどがデータ通信専用サービスであるイー・アクセスとその

全てがデータ通信専用サービスである UQコミュニケーションズについては、移動

系データ通信市場におけるシェアをそれぞれ 3.1%（対前年度末比 1.3ポイント増）、

2.8%（同 1.0ポイント増）まで伸ばしている。 
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７． 参考として、移動系データ通信市場において、UQコミュニケーションズを KDDI

グループであると、ウィルコム、ワイヤレス・シティ・プランニング及びイー・

アクセスをソフトバンクグループであるとみなした場合、携帯・PHSサービスと

移動系データ通信市場のいずれの契約数シェアにおいても、ソフトバンクモバイ

ルが KDDIを逆転して２位となる。 

８． 携帯電話・PHSサービスで一貫して首位を維持してきた NTTドコモであるが、

スマートフォンが本格普及し始めた 2010年度頃から減少幅が拡大している。2010

年前後の NTTドコモの携帯・PHSサービスに占めるシェアは、48.7%（2009.3）、

48.2%（2010.3）、47.1%（2011.3）、45.3%（2012.3）、43.6%（2013.3）で、それに

対応する３月末のシェアの減少幅は 0.5ポイント（2009.3/2010.3）、1.1ポイン

ト（2010.3/2011.3）、1.8ポイント（2011.3/2012.3）、1.7ポイント（2012.3/2013.3）

と拡大傾向にある。 

 

（市場集中度） 

９． これまで継続的に公表してきた携帯・PHSサービスの市場集中度（HHI）は、2012

年度末に 3,189で、2011年度末の 3,268から 79の減少となっている。それに対

し、移動系データ通信市場の 2012年度末の HHIは 2,989となっている。その違い

の背景には、全契約数に占めるデータ通信専用サービスの契約数の比率が高い UQ

コミュニケーションズとイー・アクセスが伸張したことなどが挙げられる。 

10． 前記７と同様に、参考として 2012年度末の HHIをグループ別に試算した場合、

携帯・PHSサービスは 3,496で、移動系データ通信市場は 3,491となる。前記９

と比較すると、グループ別でシェアを算定することによって、携帯・PHSサービ

ス、移動系データ通信市場ともに HHIが 300以上増加することが分かる。 

 

（料金及びサービス品質） 

11． フィーチャーフォン及びスマートフォンを３Gネットワークで利用した場合の

携帯電話のデータ定額通信料は、NTTドコモ、KDDI及びソフトバンクモバイルの

３社とも現在は同水準となっている。ただし、3.9Gサービスを先行開始した NTT

ドコモは、月額 5,985円のプランを原則としつつ、他事業者が参入してくる 2012

年９月までの間、当該プランを 4,935円で提供していた。 

12． 2012年 10月、NTTドコモ、KDDI、ソフトバンクモバイルの３社のデータ定額

通信料は月額 5,985円（データ通信量上限７GB）となり、再び同水準となった。

ただし、NTTドコモは月額 4,935円（データ通信量上限３GB）とするプランを併

存させる一方で、KDDIとソフトバンクモバイルにおいては、キャンペーン割引料

金（月額 5,460円）を２年間限定で提供している。 
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13． サービス品質について、民間事業者が実施した通信速度調査を基にした分析結

果によれば、事業者間比較の可能な３G（7.2M・9.2M）の実効速度（速度分布の多

い順から 80%の利用者から集計）において、当該サービスを提供している３事業

者間で差異が見られる。 

14． 移動体通信事業者のデータ通信サービスに対する満足度は、おおむね 50%程度

で、不満を抱いている利用者の割合の 10%を大きく上回る。事業者別の利用者満

足度は主要な事業者間では若干の差異が見られる。 

 

（サービス変更コスト） 

15． 利用者が他の事業者へ通信サービスを変更する際のコストとして、転出元事業

者に対する解約事務手数料や転出手数料のほか、転入先への新規契約事務手数料

がかかるのが一般的である。さらに、SIMロック解除が不可能な場合など、端末

を変更せずに事業者を変更することが不可能な場合には、転入先で端末を新たに

購入しなければならず、新規端末購入費を加えたサービス変更コストが高額にな

る傾向がある。 

16． ただし、サービス変更時には転入先の事業者がキャンペーン等による割引等が

行われることから、実際に利用者が負担する金額がゼロ以下となる場合がある。

転入先の事業者の販売戦略によって割引等は大きく異なり、それが他の事業者へ

のサービス変更時に利用者が実質的に負担する金額に影響することに留意する必

要がある。 

17． キャンペーンの影響を捨象すると、携帯通信事業者が端末に SIMロックをかけ

ることで、通信サービスと端末を一体的に提供することとなり、転入先で新規端

末の購入が必要となるため、サービス変更コストの高額化を招いている。SIMロ

ックの解除可能な端末の種類数と発売された全ての端末数に占める割合は、2012

年度にともに低下し、それぞれ 55機種、48%であった。このように、2011年度か

ら 2012年度にかけて SIMロック解除の状況は若干後退したものの、2010年度以

降、携帯通信事業者が供給した SIMロック解除可能な端末数は 136に達し、その

うちの 115が NTTドコモ向けの端末である。 

 

（上位下位レイヤーをレバレッジとしたネットワークレイヤーへの影響） 

18． 上位レイヤーのサービスシェアを見ると、ネットワークレイヤーの携帯通信事

業者が展開するアプリケーションよりも、いわゆるプラットフォーム事業者のも

のの方が圧倒的に高い。 

19． 有力なプラットフォーム事業者のほとんどが海外事業者であり、それぞれ強み

を持つ分野が異なる。例えば、グーグルはアプリマーケット（47%（スマートフォ
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ン利用者におけるシェア（利用者アンケート）））、動画配信（85%）及び検索（47%）

で高いシェアを有し、アップルは音楽配信（70%）とアプリマーケット（39%）で

の利用度が高い。 

20． 音楽配信分野におけるNTTドコモのdマーケット（4.7%）とKDDIのリスモ（5.2%）

のように、携帯電話事業者が自ら営む上位レイヤーサービスについては、その利

用を当該事業者の契約者に限定していることから、潜在的には上位レイヤーをレ

バレッジとした囲い込みを行い得るが、それらのシェアは海外事業者と比べて高

いものではない。 

21． 携帯電話事業者においては、ほとんどの取扱い端末へのプラットフォーム事業

者のアプリのプリインストールを実施しており、プラットフォーム事業者のサー

ビスとの共存を図ろうとしていることがうかがえる。その一方で、アップルを除

くプラットフォーム事業者では、携帯電話事業者の利用を特定しておらず、ネッ

トワークレイヤーへのオープン性を確保している。 

22． iPhoneでは、利用者が端末から切り離して通信サービスを自由に選択すること

は不可能であることから、上位下位レイヤーをレバレッジとしたロックイン効果

が生じている可能性がある。 

 

（評価） 

23． 移動系データ通信市場における市場支配力に関しては、首位の NTTドコモのシ

ェアは高く、同社が単独で市場支配力を行使し得る地位にあると考えられる。た

だし、NTTドコモは引き続きシェアを減少させており、その結果として２位・３

位の事業者との市場シェアの差は縮小傾向にあり、同社の市場支配力を行使し得

る地位は低下している。 

24． 2012年度末時点における上位３事業者の移動系データ通信市場におけるシェア

は 89.8%、また市場集中度（HHI）が 2,989 と高い水準にあることから、複数事業

者が協調して市場支配力を行使し得る地位にあると考えられる。 

25． しかしながら、上位３社に関しては、近年のスマートフォン等の普及が進む中、

激しい顧客獲得競争を展開しており、それが各社の契約数の純増数の差や市場シ

ェアの変動となって現れている。また、2012 年度においては、上位３事業者間の

接続協議における交渉上の地位の優劣の差が相当程度縮小している状況にかんが

み、移動系データ通信市場における契約数シェアが第３位であるソフトバンクモ

バイルの設置する電気通信設備についても第二種指定電気通信設備として指定し

た。 

26． 市場競争をめぐる上位３事業者間の関係や、第二種指定電気通信設備に係る規

制措置等にかんがみれば、NTTドコモが単独で、又は複数事業者が協調して市場
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支配力を実際に行使する可能性は低い。 

27． 上位３事業者のデータ定額通信料は、スマートフォンへの移行や 3.9G（LTE）

のサービス開始等を経て、若干の変更時期のズレが見られるものの、ほぼ同一の

料金水準で推移してきた。そこで、料金水準だけに着目すれば、客観的には上位

３事業者間の料金競争が進展しているとは言い難い。逆に、端末料金を対象とし

た各社の割引制度を含めると、料金体系は複雑になっている。 

28． このように、通信料金の比較を通じた適切なサービス選択の機会が不十分な状

況にあっては、一般的な利用者が自分に必要かつ適切なサービスを利用する上で、

提供されているサービスの品質とサービス変更の自由度が重要となる。前者に関

し、民間事業者が実施した通信速度調査を基にした分析結果によって得られた実

効速度と、表示される最高速度（ベストエフォート）との間には乖離がある中、

各社の実効速度に一定の違いが見られるが、このような実態について利用者に分

かりやすい情報提供がなされていない可能性がある。また後者に関し、キャンペ

ーン割引等を考慮しない場合においては、SIMロック解除が可能でない端末から

新たな端末に移行する際に要するコストを含めたサービス変更コストが高額にな

る傾向があるが、実際には通信サービスの契約と端末販売に際して端末価格に対

応した割引制度の導入やキャンペーン割引等を行うビジネスモデルが主流となっ

ている。 

29． さらに、上位３事業者の販売促進費を投入したキャンペーンや、日々の多様な

広告・宣伝の媒体を活用した販売力によって、サービスを選択する利用者にとっ

て３社のサービスの訴求力が他社に比べて大きくなっていると考えられることか

ら、それが３社の高いシェアを維持する要因となっている可能性がある。 

30． 上位３事業者にあっては、複数事業者が協調して市場支配力を行使し得る地位

にあることのほか、その源泉でもある有限・希少な電波資源を利用している現状

に加え、公正な競争の確保と利用者利益の保護の観点から、価格情報を補完する

サービス品質に関する情報として、データ通信サービスの通信速度等についての

分かりやすい情報の提供を行うとともに、料金の面でもその複雑さを回避しつつ、

より積極的に競争することが求められる。 

31． 上位下位レイヤーをレバレッジとしたネットワークレイヤーへの影響について

は、上位レイヤーのプラットフォーム事業者等の中には、サービスシェア等が非

常に高い事業者が複数あり、当該事業者が特定の通信事業者のみにサービスを提

供している事例がある。そうした一部の例外的な事業者を除くと、プラットフォ

ーム事業者は、通信事業者間の乗り換えに制限を設けておらず、総合的にネット

ワークレイヤーへの影響は限定的であると評価できる。 

 

（今後の留意事項） 
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32． 携帯電話事業者がネットワークを相互に利用する形態や、携帯電話事業者によ

る BWA事業者のネットワークの利用が進んでいる。移動系通信市場の分野は、も

とより電波資源の有限・希少性から携帯電話、PHS、BWAといった事業領域に他社

からの回線提供を受けずに直接参入ができる事業者数は限られ、寡占が生じやす

い分野であることは否めない。 

33． そこで、今後の移動系通信市場における更なる競争促進を図る観点から、周波

数の割当を受けていない MVNOに適正な参入機会が確保されるよう、事業者間取引

の状況をフォローアップするとともに、いわゆる「MNOでもある MVNO」の契約数

を別に取り扱うよう検討することとする。 

34． 資本関係を有する事業者との間でネットワークの相互利用等を進めているソフ

トバンクは、2013年４月にウィルコム、ワイヤレス・シティ・プランニング及び

イー・アクセスの連結子会社化の方針を表明済みであり、今後は NTTドコモや KDDI

等を含め、事業者別のシェアをグループ単位でも分析を実施していくことが求め

られる。その際、同一グループ内の移動系通信事業者のネットワークの相互利用

等が進む中、当該事業者間の取引による契約数の控除方法等の検討をする必要が

ある。 

35． 移動系データ通信のサービス品質については、3.9Gサービスのようにエリア拡

大のための基地局整備が進められていることに留意しつつ、表示される最高速度

（ベストエフォート）と実効速度との間には乖離が存在すること及びそのような

実態について利用者に分かりやすい情報提供がなされていない可能性があること

を踏まえ、引き続き注視を行うこととする。今後は、調査対象の母集団、インタ

ーネット利用環境、サンプル数をはじめとした通信速度等の測定条件について、

国際的な整合性・比較可能性に配意しつつ実証等により確立することで、利用者

が適切なサービス選択をできる環境を整えるとともに、分析の精緻化を図ってい

くことが重要である。 

36． 電気通信事業分野における競争状況の評価は、市場シェアや市場集中度（HHI）

のみに基づいて行うものではない。それらの事業者を通じて得られる間接的な指

標は年度間に必ずしも劇的に変化するものではないので、その推移を分析するだ

けではややもすれば市場環境の変化を見逃すおそれがある。したがって、分析・

評価を多様な側面から実施できるよう、携帯電話料金やサービス内容といった利

用者に直接影響する市場からの情報を積極的に収集していくこととする。 
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第２章 移動系音声通信市場 

 

（市場の規模） 

１． 2012年度末時点における、データ通信と音声通信とを区分しない携帯・PHSサ

ービスの総契約数は１億 4,113万（対前年度末増加率 6.3%）に対し、移動系音声

通信市場の総契約数は１億 1,906万であった。 

２． 売上高ベースでは、携帯・PHSサービスが９兆 6,743億円で 4.3%の増加であっ

たのに対し、移動系音声通信市場では３兆 4,167億円で 14.5%の減少であった。 

 

（事業者別シェア及び市場集中度） 

３． 第１章で述べたとおり、契約数ベースで見た携帯・PHSサービスの事業者別シ

ェアは、NTTドコモが 43.6%（対前年度末比 1.7ポイント減）、KDDIが 26.7%（同

0.3ポイント増）、ソフトバンクモバイルが 23.0%（同 1.2ポイント増）であった。

それに対し、移動系音声通信市場においては、NTTドコモが 45.1%、KDDIが 28.9%、

ソフトバンクモバイルが 22.1%であった。 

４． また、上位３事業者以外の携帯・PHSサービスと移動系音声通信市場における

シェアを見ると、ウィルコムはそれぞれ、3.6%,3.8%となっており、イー・アクセ

スは、3.1%,0.2%となっている。 

５． 2012年度末時点の市場集中度（HHI）については、携帯・PHSサービスが 3,189、

移動系音声通信市場が 3,369となっている。 

 

（料金等） 

６． 2012年度末現在、3.9G（LTE）で利用する場合の基本使用料は、KDDIとソフト

バンクモバイルが同水準であるのに対し、NTTドコモはそれを下回る金額となっ

ている。NTTドコモと KDDI、ソフトバンクモバイルは、フィーチャーフォン向け

プランでは基本使用料に無料通話（25分相当）を含む料金プランを選択可能であ

ったが、LTEスマートフォン向けプランでは NTTドコモと KDDIは提供していない。

また、KDDI及びソフトバンクモバイルは基本料が安い主要な LTE向けのプランに

おいて、自社内の利用者間の特定時間帯の通話を無料としている。 

７． 基本使用料が安い主要なプランにおける通話料は、無料通話分を除けば、上位

３事業者ともに 42円/分と同一金額である。また、音声接続料は、NTTドコモ、

KDDI、ソフトバンクモバイルの順に低い。近年は３社ともに音声接続料を引き下

げてきており、３社間の格差は縮小傾向にある。 
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８． 主要事業者３社の音声 ARPUは減少が続いている。３社間で比較すると、NTT

ドコモ、ソフトバンクモバイル、KDDIの順に ARPU金額が大きい。 

９． 既存契約者のサービス変更の動向を示す番号ポータビリティの 2012年度の利

用数は 480万（対前年度比 46.3%増）で、同年度末時点の累計利用数は 2,007万

であった。 

 

（評価） 

10． 移動系音声通信市場において首位の NTTドコモの市場シェアを見ると 45.1%と

高く、単独で市場支配力を行使し得る地位にあると考えられる。その一方で、番

号ポータビリティ（MNP）の利用による NTTドコモ利用者の転出が続いていること

もあり、同社のシェアは減少していることから、同社が市場支配力を行使し得る

地位は低下している傾向にある。 

11． 他方、2012年度末時点における上位３事業者の移動系音声通信市場におけるシ

ェアは 96.1%、また市場集中度（HHI）が 3,369と高い水準にあることから、複数

事業者が協調して市場支配力を行使し得る地位にあると考えられる。 

12． しかしながら、上位３社の移動系音声通信サービスに関しては、第二種指定電

気通信設備に係る規制措置等が講じられている中、MNPの利用数の増加に見られ

るサービス利用の流動性が一定程度は確保されている。また利用者ニーズの変化

による通話利用回数・時間の減少や各種割引制度の利用拡大に起因すると考えら

れる ARPUの低下傾向を踏まえれば、NTTドコモが単独で、又は複数事業者が協調

して市場支配力を実際に行使する可能性は低い。 

 

（今後の留意事項） 

13． 移動系音声通信市場については、MNP の利用数の増加にみられるようにサービ

ス利用の流動性が一定程度確保されていると考えられるが、上位３事業者の通話

料の料金水準については、自社内通話無料化、家族内通話無料化、指定通話定額

などの各種割引を随時実施しているものの、近年、音声接続料が大幅に低下する

中、主要３事業者の通話料の水準に変化はないことから、その動向を引き続き注

視していく必要がある。 

14． 他方、移動系音声通信サービスの利用状況にかんがみると、その需要の減少傾

向は続くと考えられ、戦略的評価で取り上げた移動体端末向けのソフトフォンの

普及によるサービス代替が加わることで、移動系音声通信事業者の ARPUへの低下

圧力は続く可能性がある。さらに、LTEのパケット交換方式のネットワーク上で

音声通話を実現する VoLTE（Voice over LTE）が商用化していった場合、移動系

音声通信市場の在り方に大きな影響を与えると予想される。 
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15． このように、移動系音声通信サービスは、移動系データ通信サービスや上位レ

イヤーのプラットフォーム事業者の提供するサービスなど、隣接領域の市場から

の影響を受けて競争環境が変化していくと考えられることから、周辺市場の類似

サービスの動向を注視していく必要がある。 
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第３章 データ通信（固定系） 

 

＜固定系ブロードバンド市場＞ 

 

（市場の規模） 

１． 固定系ブロードバンド市場の総契約数は、2012年度末時点で 3,530万と対前年

度末と比べ引き続き増加しているものの、その増加率は年々鈍化して対前年度末

比で 1.1%にとどまった。 

２． サービス別の増減率は、メタルから光ファイバへのマイグレーションが進む中、

FTTH（+7.0%）と CATVインターネット（+1.8%）が増加、ADSL（▲19.1%）が減少

というトレンドに変化はないが、FTTHと CATVインターネットの増加率は縮小し

ている。市場を牽引するサービスとしての FTTHの位置づけは一層高まっており、

2012年度中に固定系ブロードバンド市場全体に占める割合は３分の２を超えた。 

 

（事業者別シェア及び市場集中度） 

３． 固定系ブロードバンド市場における事業者別の契約数のシェアの順位について、

首位の NTT東西（54.2%）に次いで KDDIグループが前年度の４位から２位へと順

位を上げ、J:COMグループが前年度の２位から３位に、ADSL主体のソフトバンク

グループが前年度の３位から４位となっている。なお、KDDIグループが順位を上

げたのは、2012年度から同グループに JCN が加わったことも一因となっている。

なお、KDDIグループは 2013年度中にも３位の J:COMグループを連結子会社とす

ることを表明している。 

４． 地域別には、東日本及び西日本において KDDIグループがソフトバンクグルー

プのシェアを 2012年度中に上回った。 

５． 2012年度末の市場集中度（HHI）は、全国ベースで 3,199であるものを地域別

に見ると、東日本地域で 3,674、西日本地域で 2,809。いずれの場合も対前年度末

比で微増が続いているほか、HHIの東高西低の傾向に変化はなかった。 

 

（料金等及びサービス品質） 

６． 固定系ブロードバンドの主な料金プランの価格帯は、ADSL（1,900円-6,700円）、

FTTH（3,200円-7,200円）、CATVインターネット（1,800円-6,700円）となって

いる。 

７． 他方、支払い額の多い ISPサービス込みの利用料の価格帯は、4,000円台の FTTH、

3,000円台の CATVインターネット、2,000円台の ADSL の順に高いというアンケー
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ト結果が得られた。ここで CATVについては、実際にはテレビ等とのバンドルサー

ビスによりブロードバンド料金が減額されていることが多いことに注意を要する。 

８． FTTH市場の分析で述べるように、最近の FTTHサービスの利用者料金の推移を

見ると、2008年 10月に KDDIが新たな料金プランの提供を開始しているほか、2012

年には NTT東日本及び NTT西日本がそれぞれ新たな長期割引サービスの提供を開

始するなど、FTTH事業者間での料金競争が進んでいる。 

９． また、戦略的評価で述べるように、NTT東西以外の事業者は、グループ内外で

固定通信と移動通信を組み合わせた割引サービス等を展開するなど、新たなサー

ビス競争が進展している。 

10． 各サービスの最大通信速度（ベストエフォート）を見ると、ADSL（0.5-50Mbps）

が価格帯と同様に多岐にわたっている一方で、FTTHでは 100Mbps、200Mbps及び

１Gbpsにそれぞれ主要なサービスが集約されており、CATVインターネットでは

160Mbpsのサービスが最大となっている。 

11． 民間事業者が実施した通信速度調査を基にした分析結果によれば、主要なサー

ビスにおける「実効速度／最大通信速度」は、FTTH（最大通信速度 100Mbps）が

ADSL（同 50Mbps）や CATVインターネット（同 160Mbps）よりも相対的に高い。 

 

（評価） 

12． 固定系ブロードバンド市場における市場支配力に関しては、メタルから光ファ

イバへのマイグレーションが進む中、同市場の中心的なサービスである FTTHの位

置づけが一層高まっているところ、事業者別シェアでは NTT東西のシェアが徐々

に上昇し、また、市場集中度（HHI）が依然として高い水準にあることから、NTT

東西が単独で市場支配力を行使し得る地位にあると考えられる。 

13． NTT東西に対しては、第一種指定電気通信設備に係る規制措置が講じられてお

り、2013年３月に総務省が公表した「ブロードバンド普及促進のための公正競争

レビュー制度に基づく検証結果（平成 24年度）」中、NTT東西における第一種指

定電気通信設備に係る規制の遵守状況等の検証を実施している。 

14． こうした規制措置が有効に機能している中、 

① 契約数ベースで２位・３位の一定の事業規模を有する競争事業者が市場シェ

アを伸ばしていること、 

② 多数の競争事業者が事業展開をすることで、サービスの多様性が確保されて

いること、 

③ 戦略的評価に示しているように、NTT東西以外の事業者による「固定インター

ネット＋固定電話」型の市場間の連携サービスの展開が進んでいること 
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等も踏まえれば、固定系ブロードバンド市場において、NTT東西が実際に市場支

配力を行使する可能性は低い。 

15． なお、事業者別シェアの数値のみを見れば、NTT東西を含む複数の事業者が協

調して市場支配力を行使し得る地位にあるが、前述の①～③といった固定系ブロ

ードバンド市場における競争状況を勘案すれば、実際に協調して市場支配力を行

使する可能性は低い。 

 

（今後の留意事項） 

16． 固定系ブロードバンド市場の分析・評価に当たっては、メタルから光ファイバ

へのマイグレーションが進む中、部分市場である FTTH市場の影響が今後ますます

強まっていることに留意を要する。特に、固定系ブロードバンド全体に占める

FTTHの比率が高まっていることにより、固定系ブロードバンド市場においても、

FTTH市場においてシェアの高い NTT東西のシェアが高まっていることに留意が必

要である。  

17． 2013年度から、固定系ブロードバンド市場における市場シェアが２位の事業者

が３位の事業者を連結子会社化する方針を表明していることを踏まえ、事業者グ

ループ内の事業連携の状況を注視するとともに、グループ単位での事業者別の契

約数のシェアの分析を充実させていく必要がある。 

18． サービス品質については、民間事業者が実施した通信速度調査を基にした分析

結果では、表示される最大通信速度（ベストエフォート）と実効速度の間には乖

離が存在しているが、このような実態について利用者に分かりやすい情報提供が

なされていない可能性があることを踏まえ、引き続き注視することとする。今後

は、調査対象の母集団、インターネット利用環境、サンプル数をはじめとした通

信速度等の測定条件を、国際的な整合性と比較可能性に留意しつつ実証等により

確立することで、利用者が適切なサービス選択をできる環境を整えるとともに、

分析の精緻化を図っていくことが重要である。 
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＜FTTH市場＞ 

 

（市場の規模） 

１． FTTH 市場の総契約数は、2012 年度末時点で 2,385.8 万と引き続き増加してい

るものの、対前年度末比の増加率は年々鈍化している。2010 年度が 13.6%、2011

年度が 10.3%であったものが、2012年度は 7.0%にとどまった。 

 

（事業者別シェア及び市場集中度） 

２． FTTH市場における契約数のシェアの順位について、首位の NTT東西が 72.5%で、

２位に KDDIグループが 11.4%、３位に電力系事業者 8.9%が続いている。このよう

に全国的な NTT 東西のシェアは高い状況にある。2011 年度末と比較すると、NTT

東西が 1.7ポイント減であるのに対し、KDDIグループが 1.9ポイント増となって

いる。KDDI は 2013 年度中にもジュピターテレコムを連結子会社とすることを表

明している。 

３． 地域毎に事業者別シェアを見ると、東日本地域では、NTT東日本が 78.5%、KDDI

が 13.1%である。それに対し、西日本地域における NTT 西日本のシェアは 66.0%

と、東日本地域の NTT 東日本のシェアと比較して低い状況にあり、NTT 西日本に

電力系事業者 17.4%、KDDIグループ 9.5%が続いている。 

４． 2012年度末の市場集中度（HHI）は、全国ベースで 5,472（対前年度末比▲219）

となっており、近年若干減少傾向にある。東日本地域と西日本地域の HHI は、そ

れぞれ 6,345と 4,754 で、両者間には顕著な差があり、地域別の HHIは東高西低

のトレンドに変わりはない。 

 

（料金等、サービス品質及びサービス変更コスト） 

５． 利用者アンケートによれば、支払い額の多い FTTH サービスの１か月あたりの

価格帯は、NTT東西と電力系が 4,000円台であるのに対し、KDDIでは 3,000円台

と 5,000円台の２つの価格帯がピークとなっている。 

６． 最近の FTTH サービスの利用者料金の推移をみると、2008 年 10 月に KDDI が新

たな料金プランの提供を開始しているほか、2012年には NTT東日本及び NTT西日

本がそれぞれ新たな長期割引サービスの提供を開始するなど、FTTH事業者間で料

金競争が進んでいる。 

７． また、戦略的評価で述べるように、NTT 東西以外の事業者は、グループ内外で

固定通信と移動通信を組み合わせた割引サービス等を積極的に展開するなど、新

たなサービス競争が進展している。 
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８． 民間事業者が実施した通信速度調査を基にした分析結果によれば、事業者別の

100Mbps のサービスの実効速度を比較した場合、ある特定の条件下におけるもの

であるが、NTT 東西、KDDI、電力系事業者の各社ともにほぼ等しい速度幅となっ

た。 

９． サービス変更コストについては、サービスの解約料と、新規契約先での契約手

数料・登録料や初期工事費から成るのは各社ともに共通である一方、キャンペー

ン等によって割引適用を行うことで、利用者の初期負担の軽減措置を設けるのが

一般的である。 

10． 利用者アンケートによれば、NTT 東西、KDDI 等の各社が提供する FTTH サービ

スに対する満足度は概ね 50%を超えている。 

 

（都道府県別の状況） 

11． 各都道府県別の事業者別シェアに着目すると、NTT 西日本のシェアはほとんど

の府県で全国平均である 73%を下回っているのに対し、NTT東日本のシェアは各都

道県でおおむね 80%を超えている。その結果、市場集中度（HHI）では、西日本地

域の平均値は東日本地域の平均値と比べて 1,600程度低くなっている。 

12． NTT 東西は全国でシェアを落としており、電力系は近畿地方を除く西日本でシ

ェアを落としている。これら NTT東西及び電力系がシェアを落とした都道府県は、

KDDI が新たに FTTH アクセスサービスを展開したエリアであり、サービス競争が

一定程度進展してきている。 

13． 競争事業者のサービスシェアが低く、その結果としての HHIが高水準の都道府

県では、設備競争と事業者間取引がともに低調である。そうした都道府県におい

ては、超高速ブロードバンドの未整備地域を数多く抱え、基盤整備率が相対的に

低い傾向が強い。 

14． 上記３・４のとおり、東日本地域と西日本地域の競争状況は大きく異なる。そ

れは 11～14 のとおり都道府県別に見た場合にも当てはまり、競争状況は 47 都道

府県で一様ではない。 

 

（評価） 

15． FTTH市場における市場支配力に関しては、事業者別シェア及び市場集中度（HHI）

の水準にかんがみれば、NTT 東西が単独で市場支配力を行使し得る地位にあると

考えられる。 

16． NTT 東西に対しては、第一種指定電気通信設備に係る規制措置が講じられてお

り、2013年３月に総務省が公表した「ブロードバンド普及促進のための公正競争
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レビュー制度に基づく検証結果（平成 24 年度）」中、NTT 東西における第一種指

定電気通信設備に係る規制の遵守状況等の検証を実施している。 

17． こうした規制措置が有効に機能している中、 

①  NTT東西の市場シェア低下と契約数ベースで２位の事業者のシェア上昇が同

時に進行していること、 

②  多数の競争事業者が事業展開をすることで、サービスの多様性が確保されて

いること、 

③  設備競争や加入光ファイバの事業者間取引を通じたサービス競争が展開さ

れ、実質的な料金の低廉化が進んでいること、 

④  戦略的評価に示しているように、競争事業者による「固定インターネット＋

固定電話」型の市場間の連携サービスの展開が進んでいること 

から、NTT東西が実際に市場支配力を行使する可能性は低い。 

18． 事業者別シェアの数値のみを見れば、NTT 東西を含む複数の事業者が協調して

市場支配力を行使し得る地位にあるが、FTTH市場における上記①～④の競争状況

を勘案すれば、実際に協調して市場支配力を行使する可能性は低い。 

 

（今後の留意事項） 

19． 固定系ブロードバンド市場において言及したとおり、固定系ブロードバンド市

場全体に占める FTTH の比率が高まっているところ、FTTH 市場における NTT 東西

のシェアが依然として 70%を超える高い水準にあることから、その動向を引き続

き注視していく必要がある。あわせて、移動系超高速ブロードバンドサービスや

スマートフォン等の普及の影響については、FTTHサービスとの品質差や利用者の

固定系と移動系のブロードバンドの代替性に関するニーズ、戦略的評価で取り上

げる市場間の連携サービスの動向を含めて注視を要する。 

20． 固定系ブロードバンド市場において契約数ベースで２位の KDDI グループが、

2013 年度より３位の J:COM グループの連結子会社化を行う旨を表明済みであり、

事業者グループ内の事業連携の状況を注視するとともに、グループ単位での事業

者別の契約数のシェアの分析を充実させていく必要がある。 

21． FTTH市場においては価格競争による料金の低廉化が見られた一方で、サービス

品質については、民間事業者が実施した通信速度調査を基にした分析結果では、

表示される最大通信速度（ベストエフォート）と実効速度の間には乖離が存在し

ているが、このような実態について利用者に分かりやすい情報提供がなされてい

ない可能性があることを踏まえ、引き続き注視することとする。今後は、調査対

象の母集団、インターネット利用環境、サンプル数をはじめとした通信速度等の

測定条件を、国際的な整合性と比較可能性に留意しつつ実証等により確立するこ

とで、利用者が適切なサービス選択をできる環境を整えるとともに、分析の精緻
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化を図ることが重要である。 

22． 東日本と西日本という広域で比較することはもちろんのこと、都道府県毎に比

べても事業者別シェアや市場集中度をはじめとしたサービス競争の進展状況、と

りわけその背景にある設備競争と事業者間取引の状況には大きな差異があり、地

域性を勘案した分析・評価を実施していく必要がある。 

23． 都道府県等の地域の特性に応じて、設備競争の結果である設備シェアや加入光

ファイバの事業者間取引を反映している NTT 東西の回線貸出率のほか、域内の

FTTHサービスの提供事業者数、超高速ブロードバンド基盤整備率等の新たな勘案

要素を適用することで、FTTH市場の競争状況の評価の精緻化を図っていくことと

する。 

  

16 
 



第４章 音声通信（固定系） 

 

＜固定電話市場＞ 

 

（市場の規模） 

１． 固定電話市場の総契約数は、2012 年度末で 5,681 万（対前年度末比 0.2％減）

と微減傾向が続いている。サービス別には、メタルから光ファイバへのマイグレ

ーションが進む中、0ABJ-IP電話が堅調に増加する一方で、NTT東西加入電話の減

少が続いている。また、直収電話と CATV電話についても減少が続いている。 

 

（事業者別シェア及び市場集中度） 

２． 2012年度末時点における契約数の事業者別シェアを見ると、全国では NTT東西

のシェアが 76.5％（対前年度末比 2.7ポイント減）、地域別では NTT東日本 77.4％

（同 2.9ポイント減）、NTT西日本 75.5％（同 2.5ポイント減）となっており、い

ずれも減少傾向にあるが、依然として両者がそれぞれ東日本と西日本で高い市場

シェアを占めている状況にある。また、市場集中度も 6,065（同 363ポイント減）

と依然として高いが、前年度から大きな減少となっている。 

 

（料金等） 

３． 主な固定電話サービスの基本料は、過去５年以上にわたって一定の金額で推移

している。サービス別に基本料を比較すると、住宅用と事務用のいずれの場合で

あっても、NTT東西加入電話、直収電話、CATV電話、0ABJ-IP電話の順に高くな

っている。 

４． 主な固定電話サービスの通話料は、ごく一部のサービスを除き、過去５年以上

にわたって一定の金額で推移してきている。通話料を比較すると、各社共通で携

帯電話への通話が県間通話、0ABJ-IP電話あて通話及び市内通話よりも高水準で

あるほか、事業者間でも一部、料金の違いが見られる。   

５． 競争事業者が NTT東西に支払う接続料については、GC接続及び IC接続による

接続料は 2012年度及び 2013年度は微増となっている。また、ドライカッパ接続

料も 2012年度及び 2013年度は増加している。 

 

（固定電話の利用状況） 

６． 固定電話の利用者アンケート調査によれば、利用回数では週当たり３回未満、

利用時間では週当たり５分未満がそれぞれ５割以上を占める。また、月額の利用

料では、4,000円未満の利用者が全体の６割程度を占める。 
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７． 現在利用している固定電話サービスに対して満足している利用者の割合は、３

割程度であった。その内訳を見ると、0ABJ-IP電話で 40％を超えていたのに対し、

NTT東西加入電話では 21％程度にとどまっている。固定電話サービスを利用して

いない利用者の割合は 13％程度で、その多くは「通話は携帯電話等で行うこと」

を理由に挙げている。また、固定電話を保有している世帯は減少傾向にあること、

固定電話を保有していない割合が高い単身世帯数が増加傾向にあることも踏まえ

れば、今後、携帯電話の固定電話への代替が進む可能性がある。 

 

（評価） 

８． 上記のような状況を勘案し、固定電話市場における市場支配力に関しては、NTT

東西が依然として単独で市場支配力を行使し得る地位にあると考えられるが、第

一種指定電気通信設備に係る規制措置が講じられている中、 

・ NTT東西のシェアが低下傾向にあること、 

・ 固定電話の利用について、携帯電話等への代替が生じていること、 

・ 固定電話市場にあって増加傾向の続く 0ABJ-IP 電話の影響が強まっているが、

0ABJ-IP電話は主に FTTHとセットで提供されているところ、第３章データ通信

（固定系）の評価のとおり、FTTH市場において NTT東西が実際に市場支配力を

行使する可能性は低いこと 

等も踏まえれば、NTT東西が同市場において実際に市場支配力を行使する可能性

は低い。 

９． なお、事業者別シェアの数値のみを見れば、NTT東西を含むシェア上位の複数

事業者が協調して市場支配力を行使し得る地位にあるが、第３章データ通信（固

定系）において分析した FTTH市場における競争状況を勘案すれば、実際に協調し

て市場支配力を行使する可能性は低い。 

 

（今後の留意事項） 

10． 近年の固定電話市場の契約数は漸減が続いているが、これはNTT東西加入電話、

CATV電話及び直収電話の契約数の減少が、0ABJ-IP電話の契約数の年率 10％を上

回る増加を吸収・相殺してきた結果である。固定電話の携帯電話等への代替等に

よって、0ABJ-IP電話の増加が鈍化すれば、固定電話市場の縮小が加速していく

可能性があり、固定電話の利用動向を携帯電話等と併せて注視していく必要があ

る。 
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戦略的評価 

 

第１章 移動系通信市場における新規参入事業者の事業環境（供給側） 

 

１． MVNOの市場参入状況を見ると、契約数・事業者数ともに増加傾向にある。契約

数規模別の事業者数をみると、契約数１万未満の小規模事業者が全体の大多数を

占める。 

 

２． MNO 主要３社の通信料金は、データ通信定額料などにおいておおむね同一水準

となっている一方、MVNOは、最大通信速度やデータ通信量の上限を低くおさえる

ことで、MNOと比べて低料金のサービスを提供している。 

 

３． サービス変更コストについて、  

① MNOから MNO等に移行する場合であって、SIMロック解除に応じていない 

場合や SIMロック解除に応じているが通信方式が異なる場合、 

② MVNOから MNOに移行する場合であって、SIMロック解除端末等を保有して 

おり通信方式が同じ場合 

とを比較すると、①が②よりも高い結果となった。 

これは SIM ロック解除端末等をそのまま使用できる場合は新たな端末の購入が

不要であるのに対し、SIM ロック解除に応じていない場合や転出元と転入先の通

信方式が異なる場合には、サービス変更時に端末の再購入が必要となることが大

きな理由である。ただし、サービス変更先が MNO である場合は、端末購入費を含

む総コストはキャンペーン等によって減殺されることが多い。 

 

４． このように MNOからのサービス変更コストは相対的に高く、MNOサービスと MVNO

サービスの間には現時点では需要の代替性が十分に確保されていない可能性があ

ることから、今後とも両サービスの利用動向やサービス実態について注視してい

く必要がある。 

 

５． MVNOの属性を見ると、サービス内容ではデータ通信が主流であり、MNOとの契

約形態は卸電気通信役務が大半を占める。また、MVNOにおける登録電気通信事業

者/届出電気通信事業者の比率は概ね４：６となっており、登録電気通信事業者の

中には MNOでもある MVNOが含まれる。 

 

６． MVNOの事業展開に当たっては、MVNOから、MNOとのサービス差別化や事業者間

取引の条件が課題であるとの意見が多くみられた。なお、MVNOに関する利用者の

認知度は３割程度にとどまっている。 
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７． 今後の移動系通信市場における MVNO の果たす役割や重要性を判断するに際し

ては、MVNO の市場参入動向、事業者の属性や提供サービス内容（MNO との対比を

含む。）等について引き続き注視していくことが必要であり、そのためには、電気

通信事業報告規則に基づく事業者からの提出データや事業者アンケートによる回

答データ等を通じた、より詳細な分析について検討することが必要である。 
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第２章 市場間の連携サービスの利用動向（需要側） 

 

１． 市場間の連携サービスは、その典型的な組合せとして、「固定インターネット

＋固定電話」型の連携サービスと「移動系通信＋固定系通信」型の連携サービス

が挙げられる。利用者アンケート結果によれば、「固定インターネット＋固定電話」

型の連携サービスの利用割合はアンケート回答者全体の 53.0％と大きな割合を

占めるのに対し、「移動系通信＋固定系通信」型の連携サービスは 2.9％にとどま

り、現時点においては大きな割合を占めるには至っていない。 

 

２． 「固定インターネット＋固定電話」型の連携サービスのうち、その中心的なサ

ービスである「FTTH＋固定電話」型の連携サービスでは、事業者別利用割合が個々

のサービス市場における事業者別シェア構成と類似の傾向が見られる一方、これ

ら個々のサービス市場と比較して市場集中度は低い。なお、「移動系通信＋固定系

通信」型の連携サービスについては、回答数が少ないため、現時点で判断をする

のは難しい。 

 

３． 連携サービスの利用者満足度は、個々のサービスごとの利用者満足度をそれぞ

れ超えているが、「移動系通信＋固定系通信」型の連携サービスにおける利用者満

足度の上昇に比べ、「固定インターネット＋固定電話」型の連携サービスの利用者

満足度の上昇はさほど高くない。 

 

４． 移動系／固定系に関連するサービスであるソフトフォンの利用率は高まりを見

せており、主に移動端末を利用する者の寄与度が高い。また、一週間当たりの通

話時間は昨年と比べ減少しており、一回当たりの通話時間を見ると、主に固定端

末を利用する場合（11.0分/回）と主に移動端末を利用する場合（5.8分/回）で

相違が見られる。 

 

５． 通信事業者の他業種への出資・業務提携の状況については、NTT、KDDI、ソフ

トバンクの各グループはそれぞれ上位レイヤーに進出しており、今後通信と隣接

事業領域の間での新たな連携サービスが生まれてくる可能性がある。 

 

６． 今回、取り上げた「固定インターネット＋固定電話」型（「FTTH＋固定電話」

型）は、既に市場間の連携サービスとして定着しており、固定系通信におけるデ

ータ通信と音声通信の連携は一定程度進展している。 

 

７． もう一つの代表的な市場間の連携サービスとして取り上げた「移動系通信＋固

定系通信」型の連携サービスについては、急速な立ち上がりを見せてはいるもの

の、未だ利用者数では移動系通信・固定系通信の各市場へのインパクトは限定的
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である。また、移動系通信・固定系通信の連携サービスを広義で捉えた場合、料

金収納業務の一本化なども含まれうることから、改めて連携サービスの範囲を検

討した上で、個別の市場への影響について分析を行っていく必要がある。 
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＜移動系データ通信市場＞ 

 

【図表Ⅰ－１ 携帯・PHS サービスの契約数及び売上高の推移】 

 

(注)各社の決算額等から市場の売上高を算出。ただし、携帯電話事業の売上高を公表していない社については推計値を使用。 

出所：（社）電気通信事業者協会及び総務省資料 

 

【図表Ⅰ－７ 携帯・PHS サービスの事業者別シェア及び市場集中度の推移】 

 

出所：（社）電気通信事業者協会及び総務省資料 
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【図表Ⅰ－11 データ通信専用サービスの契約数の推移】 

 

（注） 契約数について、2012年 3月末までの数値は、競争評価 2011事業者アンケートに基づく数値であり、当該アンケート

においては、原則として MVNO契約数を除いた MNO契約数の合算値。ただし、音声・データ通信専用といった区分では分

計不可と回答があった一部の事業者については MVNOの契約数を含んでいる。2013年 3月の数値は、電気通信事業報告規

則による報告に基づく数値であり、MVNO契約数を含んだ MNO契約数の合算値。 

出所：総務省資料、公表資料等及び競争評価 2011事業者アンケートを基に総務省作成 

 

【図表Ⅰ－12 データ通信専用サービスの契約数の事業者別シェア】 

 

出所：総務省資料  
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【図表Ⅰ－15 携帯電話料金の推移】 

 
（注１） フルブラウザ利用時の料金は 5,985円となる。 

（注２） データ通信量は 7GBを上限として、上限超過後は速度制限。ただし、各社とも２GB当たり 2,625円の追加料金で速

度制限を解除することが可能。 

（注３） Xiパケ・ホーダイ ライト プラン（３GBまではデータ通信量制限なし） 

（注４） 割引キャンペーンを適用することにより、最大２年間は月額 5,460円 （割引期間終了後は、月額 5,985円） 

 

【図表Ⅰ－17 料金のデータ通信量別の比較（3.9G, BWA）】 

 
（注） 総務省推計値。 

出所：各社 HP及び総務省資料 
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【図表Ⅰ－19 携帯電話料金の国際比較】 

 

＜2011年度のｽﾏｰﾄﾌｫﾝ/ﾌｨｰﾁｬｰﾌｫﾝの月額料金の国際比較＞ 

 

出所：総務省資料 

 

＜2012年度の一般ユーザ・ライトユーザ別の月額料金の国際比較＞ 

 

出所：総務省資料 
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【図表Ⅰ－21 データ通信速度】 

 

 

（注）本調査 1は、調査対象の母集団、インターネット利用環境、サンプル数をはじめとした測定条件が確立される前の特定の
条件下のものである。また、本実効速度は、サンプル値の一定（中央値に近い 80%）の分布を示したものであり、この幅を

超えた実効速度も存在している。 
                              出所：民間事業者によるサンプル調査（注）の分析結果 

 

 

【図表Ⅰ－24 現在主に利用しているデータ通信速度（移動）に対する満足度】 

 

出所：競争評価 2012利用者アンケート  

1 調査概要は以下のとおり。 

調査時期：2012年 10月～2013年 2月 （（株）Studio Radishによる調査）。サンプル数：全 18万 6千サンプル（固定・移動

含む）のうち、一部から作成。調査概要：Studio Radish の測定サーバ（東京と大阪の二か所）に、利用者端末からアクセス

した際の下り速度を調査。同一の利用者が複数回の計測を行った場合には測定品質（速度が安定している程高い）が最も高い

結果のみを利用。また、回線種別・速度等は、利用者の選択入力であり実際の回線と一致していない場合がある（表示速度を

超える実効速度は異常値として除外して集計）。 
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【図表Ⅰ-25 サービス変更コストの構成】 

 
 

【図表Ⅰ－30 事業者別の SIM ロック解除可能な端末の取扱状況】 

 

出所：競争評価 2012利用者アンケート 

※ 当該ケースは、通信キャリアのみを変更（保有の端末を保持したままサービス
移行）の意向を持つ者を前提にしており、特定の通信キャリアが提供する端末を
利用したいために、サービス変更する者等は対象としていない。また、移行先で
保有端末を使用できない場合は、新規端末を購入することになる。
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【図表Ⅰ－38 スマートフォンへのアプリのプリインストール状況】 

 
（注１） NTTドコモ 23機種、KDDI17機種、ｿﾌﾄﾊﾞﾝｸﾓﾊﾞｲﾙ 13機種、計 53機種（2012年 5月（2012年夏モデル）以降に発売さ

れた端末中心）を調査。 

（注２） 各サービス分野において、最もプリインストール率の高いアプリを採用。 

出所：競争評価 2012利用者アンケート 

 

【図表Ⅰ－39 契約数（移動系超高速ブロードバンド）の推移】 

  

出所：総務省資料 
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 【参考４  移動系超高速ブロードバンド市場のグループ別シェア】 

  
（注１）2010年 12月、NTTドコモが 3.9Gサービスを開始。 

  （注２）KDDIグループには、KDDIのほか、UQコミュニケーションズが含まれる。2009年２月、UQコミュニケーションズが

BWAサービスを開始。2012年 9月、KDDI（沖縄セルラーを含む。以下同じ。）が 3.9Gサービスを開始。 

  （注３）ソフトバンクグループには、ソフトバンクモバイルのほか、ワイヤレス・シティ・プランニングとイー・アクセスが

含まれる。2012年９月、ソフトバンクモバイルが 3.9Gサービスの提供を開始。それに先立つ 2009年４月にワイヤレ

ス・シティ・プランニングが BWAサービスを開始し、2012年 2月からはソフトバンクモバイルがワイヤレス・シティ・

プランニングの MVNOとしてサービスを開始。イー・アクセスは、2012年３月から 3.9Gサービスを提供しており、2013

年３月からはソフトバンクモバイルがワイヤレス・シティ・プランニングの MVNOとしてサービスを提供している。 

（注４）移動系超高速ブロードバンド市場においては、KDDIグループ及びソフトバンクグループを１社とみなして HHIを算

定している。 

出所：総務省資料 

【図表Ⅰ－43 現在利用しているサービスを選択した理由】 

 
出所：競争評価 2012利用者アンケート 
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＜移動系音声通信市場＞ 

 

【図表Ⅱ－１ 契約数と売上高の推移（音声通信）】 

 
出所：競争評価 2011事業者アンケート及び総務省資料 

【図表Ⅱ－６ 音声 ARPU の推移】 

（注）KDDIの 2012年度 ARPUは、「パーソナルセグメントの auの ARPU」を使用。割引適用額（650円）を控除した額を記載。 

出所：各社決算資料  
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【図表Ⅱ－８ MNPの利用状況】 

  

出所：総務省資料 

 

【図表Ⅱ－10 移動体通信端末での１週間当たりの通話利用回数】 

 

出所：競争評価 2012利用者アンケート 
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＜固定系ブロードバンド市場＞ 

 

【図表Ⅲ－１  契約数と売上高の推移】 

 

出所：総務省資料（契約数） 

出所：各回線の主要事業者の公表資料等及び総務省資料を基に（株）三菱総合研究所推計（売上高） 

 

【図表Ⅲ－２ 契約数の増減率の推移】 

 

出所：総務省資料 
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前期との間で変動が生じている。
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【図表Ⅲ－３ 事業者別シェア及び市場集中度（HHI）の推移】 

 

出所：総務省資料 

【図表Ⅲ－９ 主要なサービス（FTTH,ADSL,CATV）の実効速度】 

 
（注）本調査 2は、調査対象の母集団、インターネット利用環境、サンプル数をはじめとした測定条件が確立される前の特定の条件下

のものである。また、本実効速度は、サンプル値の一定（中央値に近い 80%）の分布を示したものであり、この幅を超えた実効速度
も存在している。 

出所：民間事業者によるサンプル調査（注）の分析結果 

2 調査概要は以下のとおり。 

調査時期：2012年 10月～2013年 2月（（株）Studio Radishによる調査）。サンプル数：全 18万 6千サンプル（固定・移動含

む）のうち、一部から作成。調査概要：Studio Radishの測定サーバ（東京と大阪の二か所）に、利用者端末からアクセスし

た際の下り速度を調査。同一の利用者が複数回の計測を行った場合には測定品質（速度が安定している程高い）が最も高い結

果のみを利用。また、回線種別・速度等は、利用者の選択入力であり実際の回線と一致していない場合がある（表示速度を超

える実効速度は異常値として除外して集計）。 
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＜FTTH市場＞ 

 

【図表Ⅲ－19 都道府県別の主要事業者の FTTH サービスシェアの変遷】 

 

出所：総務省資料 

 

【図表Ⅲ－20 FTTH 契約数の純増数の推移】 

       出所：総務省資料 
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【図表Ⅲ－24  競争事業者の FTTH サービスシェア・光ファイバ回線の設備シェア・NTT

東西の光ファイバ回線の貸出率 3の関係】 

 

出所：総務省資料及び競争評価 2012事業者アンケート 

 

 

【図表Ⅲ－36 インターネット接続回線サービスに対する満足度】 

 

出所：競争評価 2012利用者アンケート 

3 NTT東西の光ファイバ回線の貸出回線数を NTT東西の光ファイバ回線数（設備数）で除したもの 
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＜固定電話市場＞ 

 

【図表Ⅳ－１ 契約数及び売上高の推移】 

 

出所：総務省資料 

 

【図表Ⅳ－４ 事業者別シェア及び市場集中度（HHI）の推移】 

 
出所：総務省資料 
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【図表Ⅳ－18 固定電話サービスを利用していない理由】 

 

出所：競争評価 2012利用者アンケート 

 

【図表Ⅳ－21 現在利用している固定電話サービスに対する満足度】 

 

出所：競争評価 2012利用者アンケート  
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＜移動系通信市場における新規参入事業者の事業環境（供給側）＞ 

 

【図表Ⅵ－２ MVNO契約数の推移】 

 

（注１） 上表中の MVNOの契約数は、電気通信事業報告規則に基づき MNOから報告のあった数値の単純合算値（延べ数）｡ 

（注２） MVNOの分析対象として、競争評価 2011においては携帯・PHSサービスのみに着目してきたが、競争評価 2012 

においては、移動系データ通信市場の分析対象を踏まえ、BWAサービスも含めて分析している。 

（注３） 報告対象事業者 

   携帯・PHS：NTTドコモ、KDDI、ソフトバンクモバイル、イー・アクセス、ウィルコム 

   BWA：UQコミュニケーションズ、ワイヤレス・シティ・プランニング 

出所：総務省資料 

 

【図表Ⅵ－４ 契約数規模別の MVNO の事業者数（2012年 12 月末時点）】 

 

出所：競争評価 2012事業者アンケート及び総務省資料 
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【図表Ⅵ－９ MNO/MVNO のデータ通信量別・通信回線速度別の比較】 

 

 

（注１） MNO（NTTドコモ、KDDI、ソフトバンクモバイル、イー・アクセス）、MVNO（IIJ、NECビッグローブ、日本 

通信、NTTぷらら、Sonet）各社の主なサービスを基に作成（図表Ⅵ－10参照）。 

（注２） 2013年 3月時点のスマートフォン利用者の平均データ通信量は 2.0GB （総務省推計値） 

出所：公表資料を基に総務省作成 
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【図表Ⅵ－15 データ通信/音声通信別の契約数及び事業者数】 

＜契約数＞                 ＜事業者数＞ 

 
出所：競争評価 2012事業者アンケート  

 

【図表Ⅵ－18 MNO でもある MVNO／その他】 

＜契約数ベース＞            ＜事業者数ベース＞ 

 
出所：競争評価 2012事業者アンケート  

【図表Ⅵ－22 MVNO の認知度】 

 
出所：競争評価 2012利用者アンケート  
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＜市場間の連携サービスの利用動向（需要側）＞ 

 

【図表Ⅶ－１連携サービスの類型】  【図表Ⅶ－２「移動系通信＋固定系通信」の例】 
＜auスマートバリュー契約数の推移＞ 

      
出所：公表資料を基に総務省作成           出所：KDDI決算資料を基に総務省作成 

 

【図表Ⅶ－５ 市場間の連携サービスの利用状況】 

 
出所：競争評価 2012利用者アンケート 
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【図表Ⅶ－９「移動系通信＋固定系通信」型の連携サービスにおける利用者満足度等】 

 

【図表Ⅶ－17 ソフトフォンの利用端末別構成比の推移】 

 

出所：競争評価 2012利用者アンケート 
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